
産
業

・
雇
用
構
造

の
転
換
に

逆
行
し
た
公
共
投
資
は
膨
Ⅲ

バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
景
気
対
策
と
し
て
総
事
業
規
模

一
四
五
兆
円
に
も
上
る
経
済
対
策
が
実
施
さ
れ
た
。
そ
の
中
核
は
公

共
投
資
の
追
加
で
あ
る
。
し
か
し
、
か
ね
て
か
ら
、
こ
う
し
た
公
共
投
資
の
追
加
が
そ
も
そ
も
景
気
対
策
と
し
て
有
効

だ
っ
た
の
か
ど
う
か
も
疑
問
視
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
れ
が
か
え
っ
て
必
要
な
産
業

上
雇
用
構
造
の
転
換
を
阻
害

し
、
中
長
期
的
に
有
害
で
す
ら
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
い
う
議
論
も
有
力
に
な
り
つ
つ
あ
る
。
本
稿
は
都
道
府
県
ご

と
に
建
設
業
へ
の
雇
用
依
存
度
と
県
内
総
生
産
の
成
長
お
よ
び
地
価
動
向
と
の
関
係
を
分
析
し
、
公
共
投
資
と
産
業

・

雇
用
構
造
お
よ
び
地
域
経
済
の
活
性
化
と
の
関
係
に
関
し
て
の
ヒ
ン
ト
を
探
る
も
の
で
あ
る
。

生
産
性
が
伸
び
ず

雇
用
シ
ェ
ア
だ
け
が
伸
び
る

ま
ず
、
建
設
投
資
と
建
設
業
就
業

者
の
推
移
に
つ
い
て
整
理
し
て
み
た

い
。
第
１
表
は
昭
和
五
二
年
度
か
ら

平
成

一
三
年
度
ま
で
の
二
五
年
間
を

五
年
度
ず
つ
に
区
切
り
、政
府
。民
間

別
の
実
質
建
設
投
資
額
と
そ
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の
推
移
、
対
象
時
期
ご
と

の
国
勢
調
査
に
よ
る
建
設
業
就
業
者

の
動
向
を
対
比
し
た
も
の
で
あ
る
。

建
設
投
資
は
、
バ
ブ
ル
の
前
の

一

〇
年
間
は
、
第
Ｉ
期

（昭
和
五
二
～

五
六
年
）
も
、
第
Ⅱ
期

（昭
和
五
七

～
六

一
年
）
も
お
お
む
ね
総
額
三
〇

〇
兆
円

（平
成
七
年
価
格
）
前
後
の

水
準
で
あ
り
、
そ
の
内
訳
は
政
府
建

設
投
資
四
に
対
し
て
、
民
間
六
の
割

合
と
な

っ
て
い
る
。
こ
れ
が
バ
ブ
ル

の
第
Ⅲ
期

（昭
和

六

二
～
平
成

三

年
）
に
入
る
と

一
〇
〇
兆
円
余
増
加

し
、
約
四
〇
〇
兆
円
と
な
る
。
増
加

額
の
人
〇
％
以
上
が
民
間
建
設
投
資

だ
が
政
府
も
二
〇
兆
円
弱
の
増
加
と

な
っ
た
。
政
府
と
民
間
の
投
資
割
合

は
民
間
の
ウ
ェ
ー
ト
が
上
昇
し
、
約

三
五
対
六
五
と
な
っ
た
。

バ
ブ
ル
崩
壊
後
は
ど
う
で
あ

っ
た

か
。
第
Ⅳ
期

（平

成

四
～
八

年
）

は
、
民
間
が
約
二
五
兆
円
減
少
す
る

一
方
、
政
府
が
約
三
五
兆
円
増
加
、

総
額
で
は
バ
ブ
ル
期
を
さ
ら
に

一
〇

兆
円
上
回
る
。
直
近
第
Ｖ
期

（平
成

九
～

一
三
年
）
で
前
期
比
総
額
大
○

兆
円
減
少
し
三
五
〇
兆
円
と
な
る
も

の
の
、
バ
ブ
ル
前
の
第
Ｉ
、
Ⅱ
期
に

く
ら
べ
、
な
お
五
〇
兆
円
近
く
も
ふ

く
れ
上
が
っ
て
い
る
。

第
Ｖ
期
で
は
民
間
が
お
お
む
ね
バ

ブ
ル
前
の

一
人
○
兆
円
水
準
に
戻

っ

た
が
、
政
府
は
対
前
期
比
わ
ず
か

一

〇
兆
円
強
の
減
少
に
止
ま
り
、
バ
ブ

ル
期
を
二
〇
兆
円
以
上
も
上
回
る

一

六
〇
兆
円
と
高
止
ま
り
し
て
、
政
府

と
民
間
の
投
資
割
合
は
四
五
対
五
五

に
ま
で
政
府
の
割
合
が
高
ま

っ
て
い

る
。
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鐵D景気対策と公共投資

〔第1表〕 5年度ごとの政府・民間別建設投資額と建設業就業者

建設業就業者

対製造業
就業者比
(%)

40.6

37.7

39.6

48.9

51.4

(出所)建設投資額は、国土交通省総合政策局 (旧建設省建設経済局)「建設投資見通し』各年度版から、CDPは内閣府国
民経済計算93S NA(昭 和52～ 54は旧SNAから筆者推計)から、建設業就業者数関係は、総務省 (旧総務庁)統計局
国勢調査平成12年版の時系列データから、それぞれ筆者作成。

(第 1図〕                業種別生産性と雇用

平 5→ 8年 昭62→平 2年 昭57→ 60年
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雇
用
の
シ
ェ
ア
変
化
率
、
％

電気機械

サービス業
ｏ

一
・
　
．

・枷
祓

鉱業

■ )。
.

雇
用
の
シ
ェ
ア
変
化
率
、
％

雇
用
の
シ
ェ
ア
変
化
率
、
％

次
に
建
設
投
資
総
額
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

を
み
る
と
、
第
Ｉ
期
の
二
〇

。
三
％

か
ら
第
Ｖ
期
の

一
三

。
一
％

へ
と
、

バ
ブ
ル
期
に
若
千
上
昇
し
た
以
外
は

一
貫
し
て
下
落
し
て
い
る
。
と
こ
ろ

が
雇
用
面
で
は
、
建
設
業
就
業
者
の

全
就
業
者
に
対
す
る
割
合
は
、
昭
和

五
五
年
の
九

・
六
％
か
ら
昭
和
六
〇

年
九

・
〇
％

へ
と
減
少
し
た
後
、
急

激
に
上
昇
し
、
平
成
七
年

一
〇

。
三

％
と
高
ま

っ
た
。
平
成

一
二
年
も

一

〇

。
〇
％
と
ピ
ー
ク
近
く
に
あ
る
。

建
設
業
就
業
者
の
製
造
業
就
業
者
に

対
す
る
割
合
で
み
る
と
さ
ら
に
顕
著

で
あ
り
、
昭
和
六
〇
年
の
三
七

・
七

％
か
ら
平
成
二
年
三
九

・
六
％
、
平

成
七
年
四
人

。
九
％
と

一
貫
し
て
上

昇
、
平
成

一
二
年
に
は
五

一
。
四
％

に
達
し
て
い
る
。
実
質
建
設
投
資
額

が
第
Ｉ
期
の
三
〇
四

・
八
兆
円
か
ら

第
Ｖ
期
の
三
四
六

。
三
兆
円
と

一
三

上
ハ
％
の
伸
び
で
あ
る
の
に
対
し
、

建
設
業
就
業
者
数
は
五
三
人
万
人
か

ら
六
二
九
万
人

へ
と

一
六

・
八
％
も

伸
び
て
い
る
。
人
件
費
率
の
高
い
政

府
投
資
の
シ
ェ
ア
が
大
幅
に
上
昇
し

た
結
果
、
建
設
業
全
体
と
し
て
の
生

産
性
が
大
き
く
低
下
し
て
い
る
こ
と

が
わ
か
る
。

別
の
視
点
で
と
ら
え
た
も
の
が
第

る

力

掲

Ю
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０
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民
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庁
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画
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所
注
出

20    0     20    40    60 0     20    

“

    60

生産性の伸び率、%生産性の伸び率、%

実質建設投資額
(平成 7年度価格 :兆円)

年
実数
(千人)

比
の
者
じ

対全就業
5年度ごと
の累計

政府 民間 合計

実質GDP
(ソヒ円)

建設投資額
実質GDP
比 (%)

昭55年 5,383 9.6昭52～ 56年
(構成比)

121.5

39.9%
183.2

60.1%
304.8
100.0%

1,498.9 20.3

昭57～ 61年

(構成比)
対前期増減

1,770.9 16.7 昭60年 5,266

△117

9.0117.8
39。 8%
△3.8

178.3

60.2%
△4.9

296.1

100.0%
△8.7

5,842

576

9.5昭62～平 3年

(構成比)
対前期増減

135.9

34.2%
18.2

261.1

65.8%
82.8

397.0
100.0%
101.0

2,218.5 17.9 平 2年

2,484.1 16.4 平 7年 6,631

789

10.3平 4～ 8年
(構成比)
対前期増減

170。 2

41.8%
34.3

236.8
58.2%
△24.3

407.0
100.0%
10.0

平12年 6,290

△341

10.0平 9～ 13年
(構成比)
対前期増減

158.5

45。 8%
△11.7

187.8

54.2%
△49.0

346。 3

100.0%
△60.7

2,636.5 13.1

_ォ _ビス業 電気機械
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・ ●運輸通信電力
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口55年 昭和 61 平「 7年 平 成
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(出所)総務省 (庁 )統計局国勢調査各年版から筆者作成。
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〔第2表〕１
図
。
三
つ
の
景
気
回
復
期
に
つ
い

て
業
種
別
生
産
性
の
伸
び
率
と
雇
用

シ
ェ
ア
の
変
化
率
の
関
係
を
み
た
も

の
で
あ
る
。
生
産
性
の
伸
び
が
高
い

産
業
で
雇
用
が
増
え
る
の
は

「成
長

産
業
」
、
生
産
性

の
伸
び
が
高
く
、

雇

用

が
減

る

の
は

「労

働

節

約

的
」
、
生
産
性
の
伸
び
が
低

い
産
業

で
雇
用
が
減
る
の
は

「産
業
構
造
の

望
ま
し
い
転
換
」
で
、
い
ず
れ
も
好

ま
し
い
構
造
変
化
で
あ
り
う
る
が
、

左
上
の
象
限

（第
Ⅱ
象
限
）
の
生
産

性
の
伸
び
が
マ
イ
ナ
ス
の
産
業
で
雇

用
の
シ
ェ
ア
が
増
え
る
パ
タ
ー
ン
だ

け
は
積
極
的
評
価

の
し
よ
う
が
な

い
。
前
二
回
、
昭
和
五
七
年
↓
昭
和

六
〇
年
、
昭
和
六
二
年
↓
平
成
二
年

の
回
復
期
に
は
、
い
く
ら
な
ん
で
も

こ
う
し
た
業
種
は
み
ら
れ
な
か

っ

た
。
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
平
成
五
年
か

ら
平
成
八
年
に
か
け
て
は
、
こ
う
し

岡

京
知
城
木
賀
良
都

静

東
愛
茨
栃
滋
奈
京

た
業
種
が
建
設
業
な
ど
工
業
種

あ
り
、
望
ま
し
い

（あ
る
い
は

必
要
な
）
産
業
構
造
転
換
に
逆

行
し
た
構
造
変
化
が
起
こ

っ
て

い
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。

都
道
府
県
別
建
設
業

依
存
度

次
に
国
勢
調
査
か
ら
求
め
た

都
道
府
県
別
の
建
設
業
就
業
者

の
総
就
業
者
に
占
め
る
シ

エ
ア

（以
下
、
建
設
業
依
存
度
）
と

県
内
総
生
産
の
成
長
と
の
関
係

を
み
て
み
た
い
。

第
２
表
に
昭
和
五
五
年
か
ら

平
成

一
二
年
ま
で
の
五
回
の
国

勢
調
査
に
よ
る
都
道
府
県
別
の

建
設
業
依
存
度
を
高

い
順
に
並

べ
た
。
調
査
年
に
よ
り
何
が
し

か
の
順
位
の
入
れ
替
え
は
あ
る

が
大
勢
は
変
わ
ら
な
い
。
北
海

道
と
沖
縄
が
群
を
抜

い
て
高

い

の
は
予
想
ど
お
り
と
し
て
、
東

北

六

県
、
北

陸

甲

信

（含

む

岐

阜
）
、
中
国
四
国

（除
く
香
川
）
九

州
が
高
く

（意
外
な
こ
と
に
福
岡
、

広
島
両
県
も
高

い
）
、
関
東

一
都
六

県
、
東
海

（除
く
岐
阜
）
、
近
畿
六

府
県
、
香
川
が
低
い
。

第
３
表
で
都
道
府
県
別
の
名
目
県
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鉤D景気対策と公共投資

〔第3表〕 名目県内総生産の成長指数
都道府県

内
総
生
産
の
昭
和
五
五
年
度
か
ら
平

成

一
二
年
度
ま
で
の
二
〇
年
間
の
成

長
を
指
数
化
し
前
半

一
〇
年
と
後
半

一
〇
年
ご
と
の
成
長
指
数
と
と
も
に

示
し
た
。
全
国
の
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ

の
年
の
「日
本
統
計
年
鑑
」
に
あ
る
全

国
の
計
数
な
の
で
、
内
閣
府
の
Ｓ
Ｎ

Ａ
で
現
在
得
ら
れ
る
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
数
字

と
は
若
干
異
な
る
が
、
大
差
な
い
。

昭
和
五
五
年
度
か
ら
の
二
〇
年
間

の
県
内
総
生
産
成
長
指
数
と
建
設
業

依
存
度
と
の
間
に
は
、
第
２
図
の
グ

ラ
フ
で

一
瞥
し
て
み
て
と
れ
る
と
お

り
、
ま

つ
た
く
相
関
が
な
い

（相
関

係
数

¨
マ
イ
ナ
ス
〇

・
〇
三
と
見
事

な
ほ
ど
無
相
関
）
。
と
こ
ろ
が
、
興

味
深

い
こ
と
に
、
前
半

の

一
〇
年

（バ
ブ
ル
前
か
ら
バ
ブ
ル
ピ
ー
ク
ま

で
の
昭
和
五
五
～
平
成

二
年
度
）

と
、
後
半

一
〇
年

（バ
ブ
ル
崩
壊
後

の
平
成
二
～

一
二
年
度
）
に
分
け
て

両
者
の
関
係
を
み
る
と
、
か
な
り
は

っ
き
り
し
た
傾
向
が
み
ら
れ
る
。

ま
ず
、
前
半

一
〇
年
の
県
内
総
生

産
の
成
長
指
数
と
中
間
の
昭
和
六
〇

年
度
の
建
設
業
依
存
度
と
の
関
係
で

は
、
い
ず
れ
も
全
国
平
均
よ
り
高
い

の
が
、
宮

城
、
福

島
、
山

梨
、
長

野
、
岐
阜
、
沖
縄
の
六
県
、
い
ず
れ

も
全
国
平
均
よ
り
低
い
の
が
山
形
、

京
都
、
大
阪
、
和
歌
山
、
奈
良
、
兵

庫
、
香
川
の
七
府
県
、
合
計

一
三
府

県
が
正

の
相
関
関
係
に
あ
る
。

一

方
、
東
京
、
関
東
東
海
、
滋
賀
の

一

一
都
県
が
建
設
業
依
存
度
低

・
成
長

指
数
高
、
北
海
道
、
東
北

・
北
陸

・

中
国
四
国
の
大
部
分
の
二
三
道
県
が

建
設
業
依
存
度
高

。
成
長
指
数
低

で
、
合
計
三
四
の
都
道
県
が
負
の
相

関
関
係
に
あ
る
。
都
道
府
県
数
か
ら

み
る
限
り
、　
一
三
対
三
四
と
か
な
り

は
っ
き
り
し
た
、
建
設
業
依
存
度
が

高
い
県
ほ
ど
成
長
が
低
い
と
い
う
逆

相
関
の
関
係
が
あ
る
。
相
関
係
数

は
、
マ
イ
ナ
ス
〇

・
二
九
三
六
と
高

く
は
な
い
が
、
昭
和
五
五
年
度
の
ス

タ
ー
ト
ラ
イ
ン
が
低
く
、
各
般
の
国

の
援
助
が
手
厚
か
っ
た
沖
縄
と
、
観

光
依
存
度
が
高
い
と
い
う
特
別
の
事

情
が
あ
る
京
都
、
奈
良
の
わ
ず
か
三

県
を
除
く
と
、
相
関
係
数
は
マ
イ
ナ

ス
〇

・
五
六
八
六
と
か
な
り
高
く
な

っ
て
く
る

（第
３
図
）
。

バ
ブ
ル
前
の
正
常
な
時
期
は
も
と

よ
り
、
バ
ブ
ル
期
に
お
い
て
も
建
設

投
資
の
急
増
が
主
と
し
て
民
間
投
資

で
起

こ

っ
た
こ
と
か
ら
、
（建
設
業

依
存
度
の
水
準
自
体
は
全
国
的
に
上

昇
し
た
も
の
の
、
都
道
府
県
別
の
成

長
で
は
）
建
設
業
依
存
度
の
低

い
三

大
都
市
圏
で
の
成
長
が
高
か

っ
た
と

い
う
こ
と
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
後
半

一
〇
年
で
は
様

相
が

一
変
す
る
。
平
成
七
年
の
建
設

業
依
存
度
と
平
成
二
～
平
成

一
二
年

度
の
県
内
総
生
産
成
長
指
数
を
対
比

す
る
と
、
今
度
は
逆
に
建
設
業
依
存

度
が
高

い
県
ほ
ど
成
長
が
高

い
と

い

う
正
の
相
関
関
係
が
は

っ

き
り
し
て
い
る
。

両
者
と
も
全
国
平
均
よ

り
高

い
の
が
北
海
道
、
東

北
六
県
、
千
葉
、
北
陸
信

越

（富

山
を
除
く
）
、
岐

阜
、
中
国
四
国
九
州

（岡

山
、
広
島
、
香
川
、
福
岡

を
除
く
）
、
沖
縄

の
二
七

道
県
、
両
者
と
も
全
国
平

均
よ
り
低

い
の
が
栃
木
、

東
京
、
神
奈
川
、
大
阪
、

兵
庫
の
五
都
府
県
で
合
計

124.5
127.3
134.6
121.9
119.1
122.7
116.9
116.9
110.2
116.0

117.5
120。 6

102.4
107.9
122.5
120.7
123.7
115.4
113.8
115.8

118.5
116.4
112.7
123.9
122.8
118.6
109。 4

115。 1

126.2
108.5

104.2
121.9
120.7
109.0
114.6
121.3
117.3
116.0
122.5
110.7

129.1
114.3
136.7
123.7
120。 8

120.8
125.4

113.4

手
城
田
形
島
城
木
馬

玉
葉
京
川
潟
梨
野
阜
岡
知

重
川
山
井
賀
都
阪
山
良
庫

山
取
根
島
口
媛
島
川
知
岡

賀
崎
分
崎
本
島
縄

国

奈
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
歌
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
児

岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群

埼
千
東
神
新
山
長
岐
静
愛

三
石
富
福
滋
東
大
和
奈
兵

岡
鳥
島
広
山
愛
徳
香
高
福

佐
長
大
宮
熊
鹿
沖

全

7

(出所)総務省 (庁)統計局「日本統計年鑑」各年
度版から筆者作成。

平成12/
昭和55

平成 2/
口召禾E55

205。 8

215.3
232.7
216.1
221.3

241.4
247.0
201.5
204。 1

216.5
240.0
226.1
209.9
219.8
211.5

216.5
210。 4
194.6
212.1
257.8
199.1
191.4
171.7
207.3
192.7

182.1
211.9
196.4
182.8
191.4
187.9
194.2
194.0
191.4
178.8

195.8
191.0
235.1
198.7
204.4
209.4
243.3

205,7

199.6

２
２
Ｂ

153.6
170.3
164.9
181.6
159。 2

167.6
184.1
199.0
196.1
190.7

205.4
204.8
196.9
189.0
176.7
198.8
182.8
181.9
193.1
182.6

182,7
180.8
172.7
171.2
209。 9

167.8
174.9
149.2
164.3
177.7

174.7
173.9
162.8
167.7
166.9
154.9
165.6
167.2
156.2
161.61

151.61
167.1 1

172.0 1

160.6 1

169.2 1

173.4 1

194.0 1

181.41

178.7
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〔第2図〕 都道府県別建設業依存度と20年間成長

建設業就業者の全就業者に占めるシェア (昭和60年 )

〔第3図〕 建設業依存度と県内総生産成長 (昭和55→平
成2年度)
R`=-02940、 除く京都、奈良、沖縄で-056860

● ●

0

◆

●

冽

２５０

劉

２‐Ｏ

ｍ

ｍ

平
成
１２
年
度
の
県
内
総
生
産
指
数

（昭
和
“
年
度
“
１
０
０
）

三
二
都
道
府
県
が
正
の
相
関
、
そ
の

他

の

一
五
府
県
が
負

の
相
関

（富

山
、
岡
山
、
広
島
、
福
岡
の
四
県
が

建
設
業
依
存
度
高

・
成
長
低
で
、
残

り

一
一
の
北
関
東
東
海
近
畿
の
府
県

が
逆
に
建
設
業
依
存
度
低

・
成
長

高
）
で
、
都
道
府
県
数
で
は
三
二
対

一
五
の
正
の
相
関
関
係
に
あ
る
。
相

関
係
数
を
計
算
す
る
と
〇

・
四
二
五

三
、
観
光
依
存
の
京
都
、
奈
良
、
滋

賀
を
除
く
と
、
〇

・
六
〇
二
六
と
か

な
り
高
く
な
る

（第
４
図
）
。
　

　

・

0

０

●
◆ ●

◆

■
・
′

●

◆
″

◆
◆
◆

県
内
総
生
産
成
長

（注
）

後
半

一
〇
年

の
成
長
指
数

の
全

国
平
均

一
一
三

・
四
に
対
し
、
東

京
が

一
〇
二

。
四
と
圧
倒
的
な
最

低
に
な

っ
て
い
る
。
こ
れ
は
最
近

の
生
活
実
感
と
は
、
ま

っ
た
く
逆

で
あ
り
、
県
内
総
生
産
統
計

の
信

頼
性
に
疑
間
を
も

つ
向
き
が
あ
る

か
も

し

れ
な

い
。
し

か

し
、
ま

ず
、
東
京
が
独
り
勝
ち
で
地
方
が

低
迷
し
て
い
る
と
い
う
最
近
の
地

域
経
済
の
生
活
実
感
は
、
平
成

一

三
年
度
以
降
の
こ
と
で
あ

つ
て
、

一
二
年
度
ま
で
の

一
〇
年
間
で
は

◆
　
◆

◆お

◆
◆

.́p.´
・

∞

“

３０

２０

１０

県
内
総
生
産
成
長

東
京
の
パ
ブ
ル
経
済
の
程
度
と
そ

の
反
動
が
断
然
大
き
か

っ
た
こ
と

が
響

い
て
東
京
の
成
長
が
低
く
な

っ
て
い
る
。
鉱
工
業
生
産
等
他
の

指
標
を
と

つ
て
も
こ
れ
が
裏
付
け

ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
物
価
下
落

の
程
度
も
東
京
が
大
き
か
ら
た
こ

と
も
影
響
し
て
い
る

（こ
の
間
の

実
質
ベ
ー
ス
で
の
県
内
総
生
産
の

成
長
は
、
全
国

一
二
三

・
〇
に
対

し
東
京

一
一
七

・
〇
と
名
目
値
よ

り
は
乖
離
が
ず

っ
と
小
さ

い
）
。

東
京
の
名
目
値
実
数
は
、
昭
和
六

〇
年
度
五
七

・
七
兆
円
、
平
成
元

年
度
七
八

・
二
兆
円
、
二
年
度
八

三

・
二
兆
円
と
、
バ
ブ
ル
期
の
伸

び
が
き
わ
め
て
高
く
、
そ
の
反
動

と
物
価
下
落
で
バ
ブ
ル
後
は
、
五

年
度
人
四

。
一
兆
円
、
六
年
度
八

三

。
三
兆
円
、
七
年
度
八
四

。
一

兆
円
、

一
〇
年
度
八
四

。
二
兆

円
、　
一
一
年
度
八
五

。
四
兆
円
、

一
二
年
度
八
五

・
二
兆
円
と
横
ば

い
圏
内
で
推
移
し
て
い
る
。

以
上
の
よ
う
な
都
道
府
県
別
の
成

長
と
建
設
業
依
存
度
の
関
係
は
、
バ

ブ
ル
崩
壊
後
の
景
気
対
策
に
よ
る
公

共
投
資
の
大
規
模
な
追
加
が
、
前
掲

第
１
図
に
沿

っ
て
述
べ
た
よ
う
な

「生
産
性
の
低
下
し
て
い
る
業
種
で

雇
用
シ
ェ
ア
が
上
昇
す
る
」
と
い
う

好
ま
し
か
ら
ぎ
る
産
業
構
造
転
換
を

助
長
し
て
き
た
こ
と
が
、
業
種
別
だ

け
で
な
く
地
域
別
に
も
検
証
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
物
語
る
。
近
年
の
財
政

事
情
を
考
え
れ
ば
こ
う
し
た
公
共
投

資
依
存
政
策
が
持
続
可
能
で
な
か

つ

た
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
で
あ
る
が
、
そ

れ
以
上
に
、
こ
う
し
た
こ
の

一
〇
年

の
財
政
政
策
が
、
中
長
期
的
に
あ
る

べ
き
構
造
政
策
の
方
向
に
逆
行
し
て

い
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
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〔第 4図〕 建設業依存度
年度)

と県内総生産成長 (平成 2→ 12

R2=0.4253、 京都、奈良、滋賀を除くとR2=0.6026
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産
業

・
雇
用
構
造

の
転
換

に

逆
行
し
た
公
共
投

前
回
は
、
都
道
府
県
別
の
成
長
と
建
設
業
依
存
度
の
関
係
か
ら
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
公
共
投
資
の
追
加
が

「生
産
性
低
下
業
種
で
の
雇
用
シ
ェ
ア
上
昇
」
と
い
う
好
ま
し
か
ら
ざ
る
産
業
構
造
転
換
を
助
長
し
て
き

た
こ
と
を
検
証
し
た
。
引
き
続
き
今
回
は
、
都
道
府
県
ご
と
の
商
業
地

・
住
宅
地
別
地
価
の
バ
ブ
ル
期
で

の
上
昇
と
そ
の
後
の
下
落
の
特
徴
を
観
察
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
が
建
設
業
依
存
度
と
ど
う
関
連
し
て
い

る
か
を
分
析
し
、
公
共
投
資
と
地
域
経
済
活
性
化
と
の
関
係
を
探
る
こ
と
と
す
る
。

地
価
動
向
と
建
設
業
依
存
度

都
道
府
県
別
の
公
示
地
価
の
動
向

を
み
て
み
よ
う

（第
１
表
）
。
財
団

法
人
土
地
総
合
研
究
所
の
デ
ー
タ
を

基
礎
に
筆
者
が
計
算
し
た
、
商
業
地

住
宅
地
別
の
バ
ブ
ル
ピ
ー
ク
年
の
地

価
指
数

（昭
和
四
九
年
＝
一
〇
〇
）

と
平
成

一
五
年
の
指
数
の
ピ
ー
ク
比

な
ど
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
①

商
業
地
も
住
宅
地
も
三
大
都
市
圏
で

の
上
昇
が
激
し
い
こ
と
、
②
総
じ
て

バ
ブ
ル
期
の
上
昇
が
大
き
か

っ
た
地

域
ほ
ど
そ
の
後
の
下
落
も
大
き

い

（ピ
ー
ク
比

の
水
準
が
低

い
）
こ

と
、
③
住
宅
地
よ
り
商
業
地
の
変
動

が
大
き
い
こ
と
は
、
常
識
ど
お
り
で

あ
り
、
こ
れ
を
分
布
図
グ
ラ
フ
に
し

た
第
１
、
２
図
か
ら
も

一
瞥
し
て
明

ら
か
で
あ
る
。

①
右
下
に
い
く
ほ
ど
ピ
ー
ク
が
高

く
、
下
落
も
大
き
い
と
い
う
、
い
わ

ば
バ
ブ
ル
度
が
大
き
い
こ
と
を
表
わ

す
。
全
都
道
府
県
で
商
業
地
の
ほ
う

が
住
宅
地
よ
リ
バ
ブ
ル
度
が
大
き

②
住
宅
地
、
商
業
地
と
も
山
高
け
れ

ば
谷
深
し
の
関
係
が
明
確

（相
関
係

数

¨
住
宅
地
＝
マ
イ
ナ
ス
〇

・
九
四

四
〇
、
商
業
地
＝
マ
イ
ナ
ス
〇

・
八

五
三
〇
）
で
あ
る
。

た
だ
住
宅
地
と
商
業
地
の
対
比
で

興
味
深
い
の
は
、
分
布
図
の
形
が
異

な
る
こ
と
で
あ
る
。
住
宅
地
の
分
布

グ
ラ
フ
は
左
上
で
左
横
に
伸
び
て
い

る
。
こ
れ
は
、
商
業
地
の
ビ
ー
ク
年

が
全
国
的
に
平
成
三
、
四
年

（三
県

の
み
五
年
）
に
集
中
し
て
い
る
の
に

対
し
、
住
宅
地
の
ビ
ー
ク
年
は
、
県

に
よ
っ
て
ば
ら
つ
き
が
あ
り
、
バ
ブ

ル
が
崩
壊
し
て
か
ら
も
上
昇
を
続

け
、
最
近
に
な

つ
て
ピ
ー
ク
を
迎
え

た
県
が
か
な
り
あ
る
こ
と
を
反
映
し

て
い
る

（第
１
表
参
照
）
。

た
と
え
ば
、
平
成

一
三
年
ピ
ー

ク

¨
岩
手
、
島
根
、
高
知
、　
一
二

年

一
山
形
、
鳥
取
、　
一
一
年

¨
青

森
、
秋

田
、
徳

島
、
長

崎
、
宮

崎
、
鹿
児
島
、　
一
〇
年

¨
山
口
、

佐
賀
、
大
分
、
九
年

¨
新
潟
、
長

野
、
愛
媛
、
熊
本
と
、
住
宅
地
の

ビ
ー
ク
が
平
成
九
年
以
降
に
な

っ
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隋D景気対策と公共投資

〔第1表〕 都道府県別地価公示指数 (昭和49年 =100)
て
い
る
県
が

一
人
も
あ
る
。
当
然

の
こ
と
な
が
ら
、
こ
れ
ら
の
県
で

は
平
成

一
五
年
水
準
の
ビ
ー
ク
比

は

一
〇
〇
に
近
い

（グ
ラ
フ
の
左

上
に
集
ま
る
）
。

一
方
、
商
業
地

の
分
布
グ
ラ
フ

は
、
左
上
で
縦
に
上
方
向
に
伸
び
て

い
る
。
こ
れ
は
、
商
業
地
に
つ
い
て

は
、
ピ
ー
ク
年
の
指
数

一
五
〇
以
下

と
い
う
よ
う
に
バ
ブ
ル
期
の
上
昇
が

低
い
県
の
な
か
で
も
ピ
ー
ク
比
の
水

準

（逆
に
み
れ
ば
ピ
ー
ク
か
ら
の
下

３９

６０

８９

４４

７‐

４７

５６

４５

６５

４８

６５

５３

６６

７３

５３

５９

４５

落
幅
）
に
か
な
り
の
ば
ら
つ
き
が
あ

る
こ
と
を
物
語

っ
て
い
る
。

た
と
え
ば
青
森

一
ピ
ー
ク

一
二

．七

・
七
、
ピ
ー
ク
比
五
七

・
〇
、

43.5
57.0
76.3
37.0
77.7
70.9
44.6
43.7
48.0
39.1

26.8
15.0
21.1
27.9
60.0
36.0
48.9
35.8
33.5
31.5

49.0
44.2
47.4
53.4
31.9
21.2

14.2
35.0
31.6
25.9

森
手
城
田
形
島
城
木
馬

玉
葉
京
川
潟
梨
野
阜
岡
知

重
川
山
井
賀
都
阪
山
良
庫

山
取
根
島
口
媛
島
川
知
岡

賀
崎
分
崎
本
島

奈
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
歌
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
児

青
岩
官
秋
山
福
茨
栃
群

埼
千
東
神
新
山
長
岐
静
愛

三
石
富
福
滋
京
大
和
奈
兵

岡
鳥
島
広
山
愛
徳
香
高
福

佐
長
大
宮
熊
鹿

沖 縄

島
根

¨
ピ
ー
ク

一
二
九

・
人
、
ピ
ー
ク
比
八
九

・
九
。

次
に
、
第
３
、
４
図
に

そ
れ
ぞ
れ
、
住
宅

地
地

価
、
商
業
地
地
価
の
ビ
ー

ク
比
と
建
設
業
依
存
度
と

の
関
係
を
図
示
し
た
。
ど

ち
ら
も
建
設
業
依
存
度
の

高
い
都
道
府
県
ほ
ど
地
価

の
ビ
ー
ク
比
が
高
い

（下

落
率
が
低
い
）
と
い
う
正

の
相
関
関
係
に
あ
る
が
、

住
宅
地
の
ほ
う
が
や
や
相

関
係
数

が
高

い

（住
宅

地

¨
〇

・
七
〇
七

一
、
商

成。　
業

地

¨
○

上
ハ

一三

二

難”　　一）。
．　　　　　　　　　　　　　　　　〔月一

峰
　
　
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
公
共
　
　
　
・３．

灘
　
投
資
中
心
の
景
気
対
策
の
　
　
　
側

粧
　
結
果
、
そ
の
恩
恵
に
浴
し
　
　
　
出

確
　
た
建
設
業
依
存
度
の
高
い
　
　
　
贈

聡
　
道
県
の
成
長
は
前
記
の
ご
　
　
　
脚

劃
　
と
く
相
対
的
に
高
か

っ
　
　
　
鈍

わ
　
た
。
そ
し
て

「住
生
活
環
　
　
　
＞

鯛
　
境
と
住
民
の
生
活
水
準
が
　
　
　
■

ピーク指数 平成 15平成15 ピーク比 ピーク年ビーク年 ピーク指数

72.8
102.7
95.3
107.9
95.5
86.5
73.8
96.1
88.7

90.8
72.2
99.5
96.6
88.9
90.2
87.7
89,3
84.9
86.1

102.3
92.5
87.4
99.4
106.1
88.6
72.5

85.7
93.4
108.8

91.4
98.3
125.7
107.0
115,7
79.7
91.1
94.6
94.4
98.6

130.0
97.7
116.8
96.4
102.7
90.2
76.7

378.0
98.3
98.2
71.2
98.0
97.2
85.3
65.7
74.8
66.7

48.3
32.6
39。 5

54.3
85.5
62.7
79.4
64.5
66.0
61.9

80。 9

77.6
83.6
81.6
57.3
40.4
36.6
62.7
47.7
43.3

75,9
93.3
99.8
74.6
91.3
89.0
93.3
77.6
97.8
85.8

96.8
88.9
96.9
98,7
88.6
97.7
84.8

65.5

３

４

５

３

４

５

４

４

４

４

３

３

３

３

４

４

４

４

３

３

４

４

４

４

３

３

３

３

３

３

３

３

５

３

５

４

４

３

３

４

４

４

４

３

４

３

３

３

平成 212.4
127.7

134.6
257.3

138.8
134.7
194.1
168.9
200。 3

226.8

339.1
481.2
471.5
345,9

148。 1

250。 9

179。 4

249.1

253.8
273.6

208.9
209.3
184.5
186.2
332.6

418.1
510.1
244.8
295.4
420.2

231.0
162.0
139.8
243.4
161.2
168.2
162.1
209.7
143.6
202.4

197.4
181.3
174.9
131.5
193.0
152.0
167.5

252.7

平成 3

11

13

3

11

12

7

4

4
4

3

3

和
　
成

昭
　
平

153.2
171.3
228.0
183.0
156.1
210.3
212.6
271.9
273.2

340.8
474.1
441.4
344.2
189,7
302.3
208.9
247.6
289.9
285.8

236.6
209.5
189.7
219.0
305.7
406.5
452.6
240.2
335。 9

390.9

255.6
206.8
166。 4
227.5
201.1
198.7
193.0
212.4
159.8
213.8

197.5
193.3
９７

６７

９０

４４

９３

157.4
150.6
168.2
162.3
179.3
151.7
179.3
139.6
203.5
182.1

164.5
154.7
174.5
186.9

162.2
189.5
165.8
159.6
191.2
176。 9

191.3
162.5
158.6
178.6
175,3
164.1
165.6
150.7
160.3
169.1

194.1
193.0
166.0
169.8
183.7
176.8
180.1
164.8
156.3
183.5

191.2
171.8
190.9
165。 7

168.5
141.4
163.6

177.



住宅地地価のパブル度
R=-0.940
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100

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３。

２。

平
成
１５
年
指
数
の
ビ
ー
ク
年
比

相
対
的
に
高
く
維
持
さ
れ
た
の
で
住

宅
地
地
価
下
落
率
が
低
い
」
と
い
う

こ
と
で
あ
ろ
う
。

と
こ
ろ
が
商
業
地
地
価

の
ほ
う

は
、
そ
う
単
純
で
は
な
い
。
建
設
業

依
存
度
が
似
た
よ
う
な
同
じ
地
方
の

県
で
も
下
落
率
に
大
き
な
開
き
が
あ

り
、
商
業
な
ど
建
設
以
外
の
経
済
活

動
は
県
別
の
個
別
事
情
に
よ
っ
て
か

な
り
違
う
こ
と
が
感
じ
ら
れ
る
。
前

記
相
関
係
数
の
わ
ず
か
の
差
だ
け
を

論
拠
と
す
る
の
で
は
こ
じ
つ
け
に
な

っ
て
し
ま
う
が
、
前
掲
第
１
表
の
計

100

９０

８０

７０

∞

５０

０

３０

２０

平
成
１５
年
指
数
の
ビ
ー
ク
年
比

数
を
よ
く
み
る
と
、
商
業
地
の
ピ
ー

ク
比
と
住
宅
地
の
ピ
ー
ク
比
の

（す

べ
て
の
都
道
府
県
で
住
宅
地
の
ほ
う

が
高
い
。
つ
ま
り
住
宅
地
の
下
落
幅

が
小
さ
い
が
、
両
者
の
）
乖
離
幅
に

は
、
建
設
業
依
存
度
以
外
の
県
別
の

個
性
が
現
わ
れ
て
い
る
。

た
と
え
ば
島
根
で
は
、
住
宅
地

の
ビ
ー
ク
比
九
九

・
人
に
対
し
、

商
業
地
の
ピ
ー
ク
比
八
九

。
九
と

接
近
し
て
い
る
が
、
同
じ
よ
う
に

建
設
業
依
存
度

の
高

い
沖
縄

で

は
、
住
宅
地
の
ピ
ー
ク
比
八
四

・

OЮ8

３

２ｏ

ｏｏ

ｍ

∞

４ｏ

２ｏ

一陽
一　
平‐
成
１５
．響
住
宅
地
地
価
指
数
の
ピ
ー
ク
比

人
に
対
し
、
商
業
地
の
ビ
ー
ク
比

四
五

。
人
と
極
端
な
乖
離
が
あ

る
。
住
宅
地
の
ピ
ー
ク
比
が
と
も

に
九
八
程
度
の
秋
田
と
青
森
と
い

う
隣
県
で
も
、
商
業
地
の
ピ
ー
ク

比
は
、
そ
れ
ぞ
れ
七
七

・
七
、
五

七
と
大
き
く
様
相
を
異
に
す
る
。

大
分
と
福
岡
、
新
潟
と
富
山
な

ど
、
こ
う
し
た
対
照
は
至
る
所
に

み
ら
れ
、
商
業
地
地
価

の
動
向

は
、
建
設
業
依
存
度
以
外
の
県
別

の
経
済
活
性
度
を
反
映
し
て
い
る

こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

つ
ま
り
、
公
共
投
資
中
心
の
建
設

業
依
存
で
持
続
可
能
性
の
な
い
成
長

を
享
受
し
て
い
た
と
し
て
も
、
し
ょ

せ
ん
そ
れ
だ
け
で
は
地
域
経
済
の
活

性
化
は
望
め
な
い
、
何
か
地
域
特
性

を
生
か
し
た
特
色
を
育
て
て
い
る
か

否
か
が
地
域
経
済
を
左
右
し
て
い
る

と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。

反
動
と
し
て
の

東
京

一
極
繁
栄

バ
ブ
ル
崩
壊
後

一
〇
年
余
の
公
共

投
資
中
心
の
景
気
対
策
は
、
や
は
り

多
く
の
論
者
が
指
摘
す
る
と
お
り
、

〔第1図〕

〔第2図〕
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職員主役は

yD景気対策と公共投資

仙南信用金庫 理事長

渡邊 大助

図〕 建設業依存度と商業地地価

R=0.6321
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職
員
の
賞
与
に
つ
い
て
業
績
評

価
の
度
合
い
を
大
幅
に
高
め
る
制

度
変
更
を
実
施
し
て
以
来
、
昨
年

一
二
月
で
三
度
目
の
賞
与
を
支
給

し
た
。
こ
の
制
度
変
更
は
賞
与
総

額

（支
給
月
数
）
の
ダ
ウ
ン
と
同

時
に
実
施
し
た
が
、
最
も
優
秀
な

業
績
ラ
ン
ク
で
あ
れ
ば
従
前
と
ほ

ぼ
同
水
準
の
支
給
月
数
を
キ
ー
プ

で
き
る
よ
う
、
職
員
自
身
が
工
夫

を
凝
ら
し
て
制
度
内
容
を
設
計
し

て
く
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
き
わ
め

て
円
滑
に
機
能
し
て
い
る
。

コ
ア
業
務
純
益
の
大
宗
は
い
う

ま
で
も
な
く
貸
出
金
利
息
収
入
で

あ
り
、
そ
れ
が
職
員
の
賞
与
の
源

泉
で
あ
る
こ
と
を
、
い
ま
や
当
金

庫
の
職
員
は

「
観
念

（頭
）
」
で

は

な

く

「賞

与

の

金

額

（身

体
）
」
で
理
解
し
て
い
る
。
「
″意

識
改
革
″
が
大
切
だ
」
と
口
頭
で

何
度
と
な
く
唱
え
て
も
な
か
な
か

浸
透
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
が
、

こ
の
制
度
変
更
に
よ
っ
て
こ
れ
ほ

ど
ま
で
に
短
期
間
で
、
か
つ
深
く

理
解
さ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
は
驚
き

を
禁
じ
え
な

い
。

強

い
組
織
に
な
れ
る
か
否
か
は

そ
れ
を
構
成
す
る
メ
ン
パ
ー

一
人

ひ
と
り
が

い
か
に
強
く
な
れ
る
か

に
か
か
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
私
は

「
『当
金
庫
の
業
績
向
上
の
た
め

に
が
ん
ば
り
ま
す
」
な
ど
と
思

っ

た
り

い
っ
た
り
し
な
く
て
も
よ

い
。
自
分
に
正
直
に
、
自
分
や
家

族
の
た
め
に
が
ん
ば

っ
て
く
れ
た

ま
え
。
そ
う
す
れ
ば
結
果
と
し
て

当
金
庫
の
業
績
が
向
上
す
る
。
そ

れ
で
い
い
ん
だ
よ
」
と
常
々
強
調

す
る
よ
う
に
し
て
い
る
。
私
が
心

底
そ
う
い
え
る
の
も
、

頼
も
し
い
職
員
が
ど
ん

ど
ん
増
え
て
き
て
い
る

お
か
げ
で
あ
る
。
金
庫

の
主
役
は
や
は
り
職
員

な
の
で
あ
る
。

（本
店

¨
宮
城
県
白
石

市
）

0.140.13

◆

◆

0.08

００

９０

８０

Ю

∞

５０

４０

３０

２０

１０

〔第

平
成
１５
年
商
業
地
地
価
指
数
の
ビ
ー
ク
比

地
方
経
済
の
停
滞
と
、
そ
の
反
動
と

し
て
の
東
京

一
極
繁
栄
と
な

っ
て
顕

在
化
し
た

（本
稿
で
み
た
平
成

一
二

年
度
ま
で
の
時
期
よ
り
後
の
今
日
ま

で
の
時
期
の
生
活
実
感
）
。

大
切
な
こ
と
は
目
先
の
需
給
バ
ラ

ン
ス
に
惑
わ
さ
れ
ず
、
国
全
体
と
し

て
の
、
そ
し
て
地
域
ご
と
の
、
望
ま

し
い
産
業
構
造
転
換
に
も
資
す
る
よ

う
な
経
済
対
策
を
整
合
的
に
積
み
重

ね
て
い
く
こ
と
で
あ
る
。

な
お
、
次
ベ
ー
ジ
第
２
表
に
以
上

の
指
標
全
部
を
都
道
府
県
別
に
四
段

階
評
価
の
星
取
表
で

一
覧
表
に
対
照

図
示
し
た
。
ご
関
心
に
応
じ
参
考
に

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

よ
ね
ざ
わ
　
じ
ゅ
ん
い
ち
氏

６３
年
東
大
法
学
部
卒
、
大
蔵
省
入

省
。
８０
年
外
務
省
在
英
国
大
使
館
参

事
官
、
８２
年
主
計
局
主
計
官
、
８４
年

理
財
局
国
債
課
長
、
理
財
局
資
金
第

一
課
長
、
理
財
局
総
務
課
長
、
８８
年

横
浜
税
関
長
、
８９
年
国
際
金
融
局
審

議
官
、
９１
年
理
財
局
次
長
、
９２
年
関

税
局
長
、
９３
年
日
本
道
路
公
団
理

事
、
９４
年
日
本
銀
行
理
事
、
９９
年
損

害
保
険
料
率
算
定
会
副
理
事
長
、
０２

年
現
職
。
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マ
ク
ロ
経
済
政
策
と
し
て
効
果
が
疑

間
で
あ

っ
た
の
み
な
ら
ず
、
な
に
よ

り
も
、
国
全
体
と
し
て
も
、
地
域
ご

と
に
も
、
望
ま
し
い
産
業

上
雇
用
構

造
の
転
換
に
逆
行
す
る
つ
か
の
間
の

麻
薬
で
あ

っ
た
。
そ
の
結
果
、
建
設

業
依
存
の
強
い
道
県
で
の
相
対
的
な

高
成
長
と
い
う
平
成

一
二
年
度
ま
で

の
特
徴
は
、
こ
の
路
線
が
つ
い
に
持

続
不
可
能
に
な

っ
て
転
換
さ
れ
た
最

近
三
年
間
、
地
域
の
特
性
に
応
じ
た

本
来
的
な
経
済
活
力
の
形
成
を
怠

っ

て
政
府
建
設
投
資
に
依
存
し
て
き
た



城

田

形
島
城
木
馬
工
葉
京
剃
潟
梨
野
阜
岡
知
重
川
山
井
賀
都
阪
軸
良
庫
山
取
根
島
口
媛
島
川
知
岡
賀
崎
分
崎
本
鵬
縄

山
福
茨
栃
群
埼
千
東
神
新
山
長
岐
静
愛
三
石
富
福
滋
京
大
和
奈
兵
岡
鳥
島
広
山
愛
徳
香
高
福
佐
長
大
宮
熊
鹿
沖

〔第2表〕

県内総生産成長指数

>▲

都道府県別建設業依存度、成長、地価総合判定表

る割合を ら筆者計算。

=10.2%
=9.5%

９

局 筆者計算.

=205.7
‐192.6

2年度の昭和55年度=1∞の指数 後半
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１９
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・
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平成12年度の平成 2年度=100の 指数
◎>=123.6
123.6>○ >=113.7
113.7>▲ >=107.8
107.8>X

地価

_̈、  、́_ __  ◎>62>O>54.3>▲ >48.5>X
(注)均
値「

れの指標についても、0と▲の境界は全国平均値。ただし都道府県別計数の単純平均ではなく、全国一本の計数。いわば加工平

産地戴
研の都道府県別地価公示価格指数 (1974=100)を 基礎に筆細 1算。

平成15年 ◎>185>○ >178>▲>162>X
ピーク  ◎>335>(D>270>▲ >202>X
ピーク比 ◎>86>○ >65>▲ >49>X

商業地
平成15年 ◎>106>○ >96>▲ >80>X
ピーク  ◎>400>○ >る2.7>▲ >160>X
ピーク比 ◎>61>O>38>▲ >22>X

商業地/住宅地

県 I

平成 15年平成 7年 20年 前半 後半 ピーク ピーク比 ビーク |ビーク

‐
　

　

‐

‐　

‐―

‐
　

・

‐　

　

　

―

‐

‐

‐

‐

‐
％

◎
０
０
０
０
▲
Ｏ
▲
Ｘ
Ｘ
▲
▲
Ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲

Ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
◎

Ｘ
Ｘ
▲
Ｘ
Ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
○
◎
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
◎

・
０１ ％

◎
０
０
０
０
０
０
▲
ｘ
▲
▲
Ｏ

ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

ｘ
ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ

ｘ
ｘ
▲
▲
ｘ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
０
０
０
・
３

ｘ
。
。
。
ｘ
。
。
。
。
。
。
◎
▲
▲
。
。
。
。
。
。
。
。
▲
。
。
▲
ｘ
ｘ
Ｏ
▲
ｘ
Ｏ
▲
ｘ
ｘ
ｘ
▲
▲
ｘ
ｘ
▲
ｘ
◎
▲
▲
０
０
狐

Ｘ
▲
▲
Ｏ
Ｘ
▲
０
０
０
０
０
◎
Ｏ
Ｏ
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
▲
▲
０
▲
▲
ｘ
▲
▲
▲
▲
ｘ
▲
▲
Ｘ
▲
▲
Ｘ
ｘ
Ｘ
▲
▲
Ｘ
▲
▲
◎
８１
．

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
○
○
Ｏ
ｘ
▲
○
○
◎
０
０
０
０
０
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
○
◎
▲
Ｘ
０
０
▲
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
▲
◎
○
◎
◎
Ｏ
Ｏ
◎
‐３
．

ｘ

ｘ

ｘ

仏

Ｘ

Ｘ

▲

▲

Ｏ

Ｏ

Ｏ

ｏ

ｏ

◎

Ｘ

Ｏ

▲

▲

Ｏ

Ｏ

▲

▲

Ｘ

▲

Ｏ

Ｏ

Ｏ

▲

◎

◎

▲

▲

Ｘ

▲

Ｘ

Ｘ

Ｘ

▲

Ｘ

▲

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

Ｘ

ｍ

○
◎
◎
○
◎
◎
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

ｘ
ｘ
ｘ
▲
○
▲
○
▲
○
▲
〇
〇
〇
〇
▲
ｘ
ｘ
▲

ｘ
ｘ
Ｏ
◎
◎
○
◎
◎
◎
○
◎
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
０
６５
・

2004.3.29金融財政事情 42

ｘ
Ｘ
▲
▲
０
×
Ｏ
Ｘ
Ｏ
Ｏ
▲
ｘ
▲
◎
▲
◎
▲
Ｘ
◎
▲
◎
▲
ｘ
Ｏ
▲
▲
▲
Ｘ
Ｘ
▲
◎
◎
▲
▲
○
▲
０
▲
Ｘ
Ｏ
◎
▲
◎
▲
▲
ｘ
▲
７７
．

▲
Ｘ
Ｏ
▲
◎
▲
▲
Ｘ
Ｏ
▲
▲
Ｘ
Ｏ
Ｏ
▲
▲
▲
▲
▲
▲
○
▲
▲
Ｏ
◎
▲
ｘ
▲
▲
◎
▲
○
◎
◎
◎
Ｘ
▲
▲
▲
○
◎
○
◎
○
○
▲
ｘ
６
・

▲

Ｘ

Ｘ
Ｏ

Ｘ

Ｘ
▲

▲

▲

▲

Ｏ

◎

◎

Ｏ

Ｘ
▲

▲

▲
Ｏ

Ｏ

▲

▲

▲

▲
Ｏ

◎

◎

▲
Ｏ

◎

▲

▲

Ｘ
▲

▲

▲

▲

▲

Ｘ
▲

▲

▲

▲

Ｘ
▲

Ｘ
▲

骸


